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社会保険料の年金天引きに伴う

所得控除の取り扱いについての要請

税務行政へのご尽力に敬意を表します。

さて、2000年発足の介護保険の保険料については、所得の如何にかかわらず、被保険者ごとに賦課され、年金からの天引きによって徴収されています。

しかし、収入の少ない被保険者は、賦課されたこれらの保険料を負担することができません。そのため保険料を実質的に支払っているのは、その被保険者の生活を支えている扶養者です。普通徴収であれ特別徴収（年金天引き）であれ、この関係には変わりがありません。ところが国税庁は、特別徴収の場合、扶養者の社会保険料控除としてこれを認めていません。

今年度から後期高齢者医療制度と国民健康保険の保険料が、年金天引（特別徴収）となり、その影響は甚大なものとなります。私たちは、特別徴収の廃止を求めております。しかし、その実現を見ていない現状では、税務上の不合理是正が必要であると考え、去る7月17日付で質問状を送付したところですが、今日現在回答をいただいておりません。

わたしたちの主張の根拠は、第一に、事実関係に違いがないにかかわらず徴収方法の形式的な違いによって扱いを異にすることには矛盾が大きいこと、第二に、年金生活者本人の意思と関係なく特別徴収とされ、多くの場合、選択の余地がないこと、第三に、扶養者の社会保険料控除として認めないとする所得税法74条の解釈・運用は、現実を無視した不当なものであること、などです。

よって下記について要請します。

記

1. 2008年以降、被扶養者の特別徴収保険料を扶養者の社会保険料控除として認めること。

以上

